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大 原 静 夫

目次

』土 じめに

[IJ U字型費用法則

① 特殊経費曲線

② 外部節約

③ 逓降的需要曲線

[ ][ J 費用不変

① 理想的産出量

② 符号制約

む ナ び

はじめに

第一次大戦後，マーシャル経済学は失業と独占とL寸現実に直面して二

つの方向で脱皮した。一つは Keynesによる「所得分析」の体系化であり

今一つは Sraffaの「生産費用と生産量との関係についてJ(Sulle relazioni 

fra costo e quantita prodotta， 1925)を契機とする均衡理論の再構築であ

っ7こ。

後者は更に(1)他の事情が一定CeterisParibusとL、う部分均衡分析から一

般均衡分析へ移行する道と， (2)部分分析の立場を保持したままで不完全競

争理論に転ずる道と(:3)費用不変の優位性の命題 (DieThese des 1.:berwic-

gens konstanter Kosten in dcr Produktiorりを確立して Ricardoの復権を

意図する道とがあったっ
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本稿では上述の Sraffaの論文を跡付けることによって， 均衡理論の再

構築の道を整理しよう。

[ 1 ] u字型費用曲線
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Marshallは商品の正常価

格が需要と供給との釣合い

(symmetry)の下で成立する

関係を 1図の様に措き「この

図は収益逓減(費用逓増〉の

法則に従う財貨にとっての安

定均衡を示す典型的な図表だ

と見てよかろう。 SS'がox軸

に平行な直線であるとすれば，
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収益(費用)不変のケースになるが，こ

の場合には財貨の分量のいかんに関りな

く供給価格は不変である o SS'が負の勾

配を持っているがその勾配が DDノより

緩やかであれば収益逓増(費用逓減)の

法則に従う財貨についての安定均衡のケ

ースとなるJ (P， p.348) と述べ更に生

産量の増大に伴って価格が低落し負の勾

配をもっ SS'を付録Hで描いている O

( 2図)

1)費用活用とは， 一定筒恥l旧品日日iの単f位立r£守小i主:声淀長費つ空りf伊H
lは土以益逓i減可成z.遇I増普4も〉パLくlは工費用逓増.~I逓量i減成という用語告をプ~~ ~け卜て， I供給価絡J<7)iffi 

増ー逓減という語を用いるc 尚，産出量につLての供給価格とは Marshallでは

「代表企業JPigouでは「均衡企業」の限界費用=平均費用によって規定される長

期的概念である G
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この様に正常価格が「需要山線」と「供給曲線」との交点で成立すると

いう体系は，生産量に対する総生産費用の不比例性 費用逓減，費用不

変，費用逓増ーに条件づけられてし、る。

この点に着目して Sraffaは「かかる学説の礎石である供給曲線」の検

討に向かっているつ

① 特殊経費曲線

3図
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Sraffaは収益逓減(費

用逓増〕のケースを明ら

かにするために Turgot

の「土地(不変的要素〕

の平均収穫は労働と資本

(可変要素)の投下と共

X に先ず最初は増加し，適

当な釣合いに於て飽和し，やがて過度の投下と共は逓減し始める」とし、ぅ

命題(3悶)を援用している。

そして此の命題の前半は所与の土地に就いての最良の使用法を知らな

い，限られた能力しか持たない耕作者にのみ妥当し， もし解決すべき問題

が所与の資本と労働とを用いて生産性の極大を求める事であり市も種々の

生産要素が最良の方法で使用されている事を仮定するなら，生産力曲線は

OMよりも小さい X座標では何れも均衡点ではあり得ず，収穫極大点に至

るまでは直線EPによって表わされ P点を過ぎて始めて土地(不変的要

素)の使用密度が次第に高まる事から生産性が低下して収穫が逓減するこ

とになる。

結論として Sraffaは「この過程の全体を通じて収穫は不変もしくは逓

減的であり得るが如何なる場合にも逓増的ではあり得なし、」と云う。

2) Sraffaの「生産費用と生産量との関係に就レて」は短い論文であり，これからの

引用は，一々その箇所を指摘しない。
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図〉その上で有利な結合からより劣

等な結合に向う生産者が想定される条件のもとで，収穫逓減(費用逓増)

別言すれば(1)代用の原理と(2)不変

的生産要素と可変的生産要素とのそ

れぞれの間で結合される方式の多様

性と独立性とが与えられると，その

生産要素の投下分と使用法とを効率

の高い等級から逓降的に配列し (4

は確認される。

「所与の土地の収穫は，それ以外の土地が耕作されているか否かという

事実からは独立しているが，ある土地に適用された所与の資本の投下分の

収益に就いては，他の一定の資本投下分が同じ時に，同じこの土地に投 F

されるか否か，からは独立していなし、」。つまり収穫逓減法則は，単一商品

だけでなく，収穫の減少を生じさせる生産要素(例，土地〕がその生産に入

る商品全部に関係するので，完全競争のもとで， Ceteris paribusを前提と

する任意の商品の需給分析に此れを導入する事には難点があると Sra白は

5図
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云う。

叉， この関係を充分に把握していない

事から個別供給曲線から総供給曲線を導

く際に Marshal1が「全般的な生産の経

済がその曲線の全域にわたって回定的で

あり不変で、あると想定しているJ (P， 

p.81l)特殊経費曲線 (5図， ccっと，

これを想定していない正常供給曲線 cs
Sノ)との混同を多くの論者(例， Barone)にひき起こすことになる。

② 外部節約 (externaleconomies) 

費用逓減(収穫逓増)とは多くの産業に於て，一企業によって生産され

る産出量が増大する場合に生産物一単位当りの費用が減少するとし、う経験
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的事実を一般化したものである。

これは(1)内部節約(internaleconomies)一主に大規模な分業ーによって

一般共通費(overhead costs)が増大した生産物の単位の上に配分されて平

均生産費が逓減する， (2)諸生産要素聞の結合比率が良化して，限界費用が

逓減する，という二つの要因に大別される。

ところで Marshallは「如何なる企業にせよ，先ず最初に有利な状態で

出発したものは其の地域全般の関係業種の事業を独占するに至るJCP， p. 

459)と云うが，此れは内部節約による収益逓増は自由競争制度に於ける

価格決定の理論と両立L得ない事を意味する。

然しそれにも拘らず競争は存続し企業の収益は逓増傾向にあるという謎

(the puzzle of competition under increasing returns)を解く為に，大規

模生産の利益を伴う商品の場合は「供給を規制する諸条件は凡ベてその

全体 (totality)に於て把握しなくてはならないJ CP， p.459) と云って

Marshallは産業全体の供給曲線の小型の複製 (asmall-scale replica of 

the industry's supply-curve) としての「代表企業Jと「外部節約」とを

導入する。

外部節約とは当該産業にとっての一般的環境としての交通・運輸・通信

施設の進歩，補助的関連産業の発達，水平的分業化(lateraldisintegration) 

に伴う企業の専門化等であるが，ここでは或る企業の生産費用が，其れ自

身の産出量ばかりでなく，企業にとっての外部要因である産業全体の産出

量にも依存するという点に重要な意味があった。

そして正常価格が産業全体の総需要曲線と総供給曲線との交点で定まる

ものとすれば，前述の (2図)SS'の負の勾配をもっ財貨に関しでも安定

均衡が成立することになる(6図)。

3) D. H. Robertson， The Trees of the Forest， The Economic Journal. 1930， 

p.89. 

4) N. Kaldor， The Equilibrium of the Firm， The Economic Journal， 1934 p. 

62. 
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6図
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j免百すれば完全競争と内部節約に

起因する右ドりの供給曲線とは両立

しないが，外部節約を包含すると

個別企業は費用逓増のもとで掠業し

ていても全体としての産業(代表企

業〕は費用逓減の条件の下で操業す

S' る事が可能になるというものであ

fる。

然し Marshall 自身が認めている

() Q' Q 様に外部節約を「正確にある特定の

育111秀夫，独占の経済理論， P.268 産業に帰属させるのは困難である。

外部節約は相互に連結した産業のグループ，それもしばしば大規模なグル

ープに関連する所が大きいJ (Industry and Trade， p. 181)から Ceteris

paribus (他の事情に変化なし〕を仮定する部分均衡論に外部節約を導入

する事は無理である。 Sraffaはこれを「個々の企業の観点からは外部的

で，産業の観点からは内部的な外部節約が成立する事は全く稀である」と

云う。

この様にして，部分均衡分析は一般均衡分析に移行することになる。

③ 逓降的需要曲線(descendingdemand curve) 

Robertsonは Sraffaとの費用変動法則に関する論争の中で「代表企業

は個別的な費用逓減の道を駆けくだり (rushdown)需要価格は効用逓

減によってヲ|かれた道を駆けくだり，二つの道は前の道が上向く (turns

uphill)所で交叉する」と云う O

これに対し Sra白は個人の消費財に関する右下りの需要曲線と市場需

要内線に関して効用逓減の類推が混乱していると反論する (Sraffa，op. cit. 

5) 6図に於て，均衡点(P)の左方，例えば数量 OQ'に於て，需要価格 P'Q'>供給

u崩格P"Qぺ従って供給量が増大する，逆に均衡量OQより大きい数量では供給量が

減少するので均衡は安定的である c
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symposium p. 93)0 

則ち Marshallによる，任意の商品の右下りの需要曲線の構成には(i)

消費者に関する貨幣の限界効用の不変と Cii!当該商品以外の商品の数量と

価格との不変 (CeterisParibus)とが前提されているC

7図
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一方，市場の需要曲線

はX軸に対して平行線と

なる。(7図〉

これは完全競争市場で

は需要価格は個別企業の

産出量の変化に対しては

不変だと仮定し得るから

であり，この直線は費用

極小点で個別費用曲線の

接線となる。

で Sratfaが第一論文「生産費用と生産量の関係について」の中で完

全競争のもとでの企業均衡を表示するものと Lて提示したU字型費用曲線

を一瞥しよう O

(1) U字型山線は長初i主主として平均生産費の逓減により逓降的である

が不変的要素の使用密度が高まるにつれ費用逓増に転ず、る。

この曲線は代表企業の供給内線を表わすもので，産業の産出量の変化に

応じて限界費用と平均費用との種々，異った組合わせが得られる。因に，

Schmalenbachは企業規模増大による原価の逓減(最適規模)と操業度増

進による原価の逓減(最有利操業度〉との組合せから最有利経営規模 (Die

gunstigst巴 Betriebsgros討を検討しているが cl表)此れと対比される性

6) D. H. Robertson， Increasing Returns and The Representative Firm， A 

symposium， The Economic Journal 1930， p.92. 

U字型費用曲線を認めない Robertsonにとって費用曲線の上向く点とは (2図)

のC点である。
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表t

20 30 40 50 75 100 150 200 

50 2 1.5 1.2 0.95 1.2 

75 2.8 2.2 1.6 1.3 0.94 1.2 

100 3 2.5 1.9 1.4 1.3 0.93 1.3 

150 3.252.7 1.9 l.3 1.1 0.92 1.2 

200 3.5 2.9 2.2 1.6 1.1 0.915 

E.Schmalenbach. Grundlagen der Selbstkostenrechnung 
und PreispolitiK. 1974. S.39 

質のものである。

(2) 市場需要曲線が水平のもとでのU字型の設定は規模拡大の障害が需

要面にある事を示す。

(8図)は Robinsonの「不完全競争の経済学J(The Economics of 

8図

F 

MC 

M 
Robinson， op. cit. P.96 

Imperfect Competition)の中で

例示されている，一つの産業に

おける完全均衡の二重条件(限

界収入MR二限界費用MC，平

均収入(価格)二平均費用)を

図示するものであるが，完全競

争の場合には個別企業にとっ

ての需要の弾力性は無限大であ

るから平均収入はあと限界

収入(Mあとは常に等しく，い

ずれもX軸に対する平行線となり Robinsonの (8図)と Sraffaの (7

図〕とは形式的には全く等しい。これは Robinsonの不完全競争理論への

Sraffaの強い影響力を示唆するものである。

国に自由競争制度とは個々の企業にとって「価格が不変だと仮定しう
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る」様な制度のことであり水平な需要曲線はこの事を表わしている。この

ことを裏がえして見れば独占制度とは個別企業にとって，価格がその個別

生産量の変化に応じて変更しうる様な制度だと云えるO

そしてU字型費用曲線が水平な需要曲線のもとで成立するという事は，

競争企業はその競争によって平均費用最小点で生み出される生産量と，そ

れに対応する生産規模とを自らとる様になり，自由競争の論理の中に，無

制限な規模拡大に対する自動制御装置が供給側に備わっていることを意味

する。

従って，自由競争と独占とを分つ指標は需要側にあり，特に逓降的な需

要曲線がその出発点であると Sra汀aは述べている。

それで(8函)PでMC，AC， AR， 1'vfRがすべて等しい完全均衡の条

9図
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Robinson， op.cit. P.95 

MC 
/ ， 
J 

件は独占競争のもとでは需要曲

線は個別的な逓降的需要曲線

(descending demand curve)と

なり，売手の平均収入曲線(AR)

が個別的需要曲線となって平均

生産費曲線 (AC)と相切し，更

に個別企業の均衡条件である限

界収入と限界費用とが等しくな

る場合 (MC=MR)に産業均衡

図が得られる。(9図〉

尚，不完全市場に於ける逓滅的供給価格は Robinsonによれば「不完全

競争に於ては企業は最適規模以下で均衡状態となり，その際，企業の平均

費用は低下するので，逓減的供給価格 (fallingsu pply price)の成立の可

7) P. Sraffa， The Laws of Returns Under Competitive Conditions reprinted 

in Price Theory， p.181. 

尚， Robinsonは「不完全競争の経済学」の序文で Sraffaのこの論文を自分の

著書の想源であると云う。
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能性はそれだけ拡大する」ことになる Q

ところでSraffaは費用法則に関する第二論文「競争的条件のもとでの収

益法則Jの中で不完全市場の想源を Marshallの「経詩学原理J(P，p.458) 

の「我々が個別の生産者について検討する際には彼の供給曲線を彼の尚品

に対する広い市場での一般的な需要曲線ではなくて，彼に特有な市場に於

ける特殊な需要曲線と結び合わせなくてはならない」であると指摘するが

(op. cit. p. 192)不完全市場はそれぞれの企業に対応する部分市場に分断

されている。

不完全市場では市場の均一性は破られ各企業は部分市場の範囲内で独占

的地位を享有して居り Marshallの部分分析の立場を保持したままでこ

こでは不完全競争論に転化することになる。

以上，我々はマーシャル経済学が一般均衡理論へ脱皮する道と，不完全

競争理論へ転化する道とを辿ったが，次に節を換えて，費用不変の道を追

跡しよう。

[ II J費用不変

Sra汀aは費用変動法則に関する Symposiumの中で fMarshallによれ

ば，消費者は財をー単位，より多く消費することの効用とその財を獲得す

るためのコストとがパランスする時に均衡状態になる O 同様に企業は生産

物をー単位，増加する事に由る内部節約と増産(巴xpansion)による不利益

とがバランスする時に均衡状態になる O そして此れは収益不変の点で発生

するJ (op. cit. p. 93) と需給の均衡と収益不変との関係を述べている。

収益〔費用)不変のケースは前述の 1図に見られる様に供給曲線 (SS')

が ox軸に対する平行線となって， 供給価格を産出量とは無関係に生産費

用のみで決めるケースである。

8) J. Robinson， Imperfect Competition and Falling supply price. The Econo-

mic Journal 1932， p.544. 



費用法則に就いて 77 

Sraffaは前述の第二論文で「競争的価値を生産費のみに依存させる，古

く，そして現在では廃れている (obsolete)理論は， 矢張り利用し得る最

良のものであるという根拠を保持している様に思えるJ (op. cit. PP.186-

187)と古典派理論を評価し， 更に30余年後の「商品による商品の生産」

(Production of commodities by means of commodities 1960)の序文で

「そこでの研究は生産規模の変化だとか要素の割合の変化だとかに依存し

ない様な経済体系の性質に専ら係わっている。この立場は A.Smithから

Ricardoに至る古い古典派経済学者の立場であるけれども限界的方法が現

われてからは水中に沈められ，忘れられてしまった」と述べて此のケース

を彫琢して展開している。

以下， 費用不変と需給均衡との関連を Pigouの理想的産出量 (id巴al

output)に依拠して検討しよう。

① 理想的産出量

Pigouによると社会的限界純生産物の価値がすべての用途を通じて均等

化される場合に国民分配分は極大になるが，摩擦的諸事情と独占力の行使

とを別にすると，利己心の自由な発動は資源の諸用途に於ける私的限界純

生産物の価値(収益率〉を均等化させる傾向を持っている。

この様に「社会的限界純生産物」と「私的限界純生産物」との一致を離

反させる諸要因のうちから重要なケースとして.Pigouは「供給価格の逓

増と逓減」とに起因するものを挙げている。

Pigouの定義による「供給価格」とは「ある産業が一定数量の生産に十

9) Sraffa 辻本書の冒頭で，本書の第一部，第二部に於ては収益不変の仮定は全く

置いていないと述べている。然しそれにも拘らず標準商品の構成を行なう際には

収益不変の仮定が必要である。

10)社会的限界純/主産物とは「ある a定の用途又は場所に於ける資源の限界的増加分

にも土づいて生子、る物対又は客観的サーピスの純生産物全体のことであって，この

生産物のどんな部分がなに人に帰属するかを問わない」のに対して，私的限界純生

産物とは，その様な純生産物全体のうちで「まず第ーに(郊ち売却に先立って)そ

こに資源を投ずるととに責任ある人に帰属する部分」を云う。
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分，適応して居る時に其の生産量の規則的な流れを促すに足る価格」であ

り，産業全体の供給曲線の小型の複製 (Asmall-scale replica of the indus-

try's supply-curv討を表示する「均衡企業Jを導入すれば，均衡企業に於

て限界生産費と平均生産費とを一致させる産出量 (OM)に対応する価格

(PM)である。 00図)

註.産業全体の産出量をY，均衡企業の産出量をんとし，その総費用をFT(XT， Y) 

Pr(X 叫 aFγ(Xγ，Y) 
とすれば供給価格(P)は次の様になる。 p='--'"-"ヲ一一一---"，二

Ar VAr  

(平均生産費)(限界生産費)

次いで Pigouは「均衡企業の私的限界純生産物は均衡企業の費用単位

当り平均純生産物に等しく，従ってそれは生産物の供給価格の逆数であ

る。他方，社会的限界純生産物は産業にとっての生産物の限界供給価格，

11) Pigou， An analysis of supply， The Economic Journal 1928， p.238. 

12)均衡企業とは Marshallの代表企業にほかならないが，同一種類の商品を生産し

ているー産業に一群の生産費を異にする企業が属している場合，いわゆる「一物一

価」を代表する， Marxで云えば市場価値を表示する企業である。



費用法則に就いて 79 

即ち産出高の僅かの増加分を附加した為に産業の総貨幣費用に生じた差の

逆数である。それ放に或る産業に於ける投資の私的限界純生産物が社会的

限界純生産物よりも大きい(叉は小さLうというのは供給価格が産業にと

っての限界供給価格よりも小さい(又は大きしうというのと同じである」

と云う。

少し整理しよう。

引用文で「供給価格」とは「ー産業の平均生産費」であり「限界供給価

格」とは「ー産業の限界生産費」である O

産業全体の産出量を y， 均衡企業の産出量をんそれを生産するために

必要とする生産要素の量を a，b， c… 

その価格を Plo P2' P3......とすれば

GPl +bp2+CP 
平均生産費(供給価格〕= 30r簡単に f(y)

X，・

総生産費=パ叩l+
b

土+C
P3"'}or げ (y)

限界生産費(限界供給価格)=ι[y{Cl目立+cpC}]
or= t {y.f叫=f〔y)+y-tfU〕

供給価格州)逓増のとき jffω刈
(rr ，. df(y)¥ 

¥ 限界供給価格げ(y)+y・つギ一)>供給価格げ(y))

供給価格ω))逓減のとき 長fωく0
(rr ，. df(y)¥ 

・. 限界供給価格(f(y)+y・つt~ /)く供給価格(f(y))

供給価格び(y))不変のとき，供給価格三限界供給価格

ところで社会的純生産物と私的純生産物とが一致する産出量を Pigou

13) Pigou， The Economics of Welfare， p.222. 
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は理想的産出量 (idealoutput) と呼ぶが， これは叉，上述の引用文に見

られる如く供給価格と限界供給価格とが一致する場合の産出量であり，供

給価格の逓増及び逓限のもとで、は，この条件は充たされず，供給価格不変

の場合にのみ理想的産出量は現われることになる O

以上，我々は迂回して， iMarshallの諸前提は一般に費用不変の条件と

だけ両立可能である」という Sraffaの命題を Pigouの理想的産出量を援

用して追跡した。

② 符号制約

Sraffaは Marshallに対する批判の中から一般均衡理論に至る道を採ら

ないで「商品による商品の生産」では「需給一致Jに加えて各産業部門に

於て平均利潤率が成立する状態である，古典派の自然師格三生産価格の概

念を軸とする理論的立場を採っている。

一般均衡理論に対しては「不変的要素 (Constantfactor)から生ずる収

益逓減を考慮するならば多数の産業での同時的均衡 (simultaneousequi1i-

brium)の条件を検討できる様に考察の範囲を拡大する必要がある。然し

この同時的均衡はよく知られた概念で、あるが，現在の我々の知識の段階で

は効果的たり得ないもので，現実の諸条件の研究に適用されるごく簡単な

図式 (Schemata)すら与えないJ(The Laws of Returns， p. 187)と Sraffa

は批判的である。

以下， iDOSSOJの13章に於けるワルラスニカッセルのモデルを参照し

て，これを敷桁しよう。

註. ワノL ラスニカッセノ"~体系i土周知のことだが，行論の便宜上，次の要約をしてお

く。

生産要素の市場方程式

a11X1十a
'
2X2十・・+alnXn=r1 (1) (但り…j商品の生産量，

a21xl十日Z2X，-l・ド1-a?1iXnでで:}".) rj ，.生産要素iの供給量

14) R. Dorfman， P. A. Samuelson and R. M. Solow， Linear Programming and 

Economic Analysis， ch. 13. 
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am，X，+am2X，+・・・+amπxn=r市

商品の需要関数

x，=F，(P，'・'Pn; V，'''Vm) 

X2=九(PI-・'Pn;V，'''Vm) 

Xη=Fη(P，"'Pπ; V，'''Vm) 
価格と単位費用の均等を示す方程式

allv，十a21V2+"'am，Vm=P， 

a'2V' + a22V2 + ...am2Vm =P， 

。lnVl十日2nV2+・..a由 nVm=P詞
生産要素の供給関数

r，=G，(p，，，，Pη ; V""Vm) 

r2=G2(p"・'Pn; V，'''Vm) 

rm=Gm(P1"'Pπ; V1…Vm) 

aij"・投入係数)

(2) (但 P，…Pn，商品の価格

Vl""Vm，生産要素の価格，

価格に関してゼロ次同次関

数)

(3) (但 (1)とaijは転置の関係)

(4) (価格に関してゼロ次の同次関数)

更に収支制約式 Y.pjFj 三 ~ViGi とによって，

独立の方程式 2n十2m-l

未知数 2n+2m-l

によって均衡解が得られるが経済的な「解」は非負でなければ意味がなく， Hicks 

の云うウォノレドの規約 (Waldrules)によって (1)，(3)は不等式の体系となる。

IDOSSOJは修正された生産要素の市場方程式

αllX ， 十 a， 2x 2 + …… +a'nXn~r，

α21X， +a22X2 +・・・・・・+α2

am，x， +a叫ん+・・・・・・ +amn九三二rm

に於て Iどれかの生産要素(例.k) が不完全にしか雇用されないな

ら，その価格九はゼロとなる」という条件を附して，次の例解を与えて

15) Hicks， Linear Theory， in reprinted in The Surveys of Economic Theory 

vol. 3， p.81. 
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L 、る。

( i) 2財2生産要素のケースで，

al1=l， a12=2， a21=3， a22=4 r1=2， rz=20 

(ii) 2財は双方とも，互に独立な弾力性1の需要曲線

とおく。
8 

P1=一τ
"1 

(要素価格とは関係ないものとする〕をもっている O

以上から「解」を求めると，

(1)から al1x， +a，2x2=r1 X1 +2X2=2 
一←う (1)〆

a21x1十a22x2=r2 3x1 +4x2=20 

8 
x1=一一一一ーP， 

(2)' 
10 

(2)から

X2=~一一一←

P2 

(3)から 。llV1+a21=P1 V1 +3v2=P1 
一一う (3)' 

a12v， +a22=P2 2V1+4v2=P2 

この様に生産要素全体の供給量は10:1の比率で与えられているのにこ

つの資源を商品 1は3 1，商品2は4 2の比率で使用しているので，

この体系は二つの生産要素を完全に利用することはできない。

それで、生産要素2は自由財となって，日月4X2<20

となる。

(3)'から V1 = P1' 2v， = P2 P2=2p1 

(2)'に代入すると 5X1-8x2=0 が得られる。

そして，x1 +2X2=2，と 5x，-8x2=0から x，=8/9， x2=5/9，次い

で，pl=9， p2=18， )11=9， V2=Oの一般均衡体系の「解JP (11図〉が得

られる δ

その結果， 第一の生産要素 (r1=めは完全に利用されているが， 第二

の生産要素 (r2=20)は
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11図

x， 

5 LC 

3x，+4x，=20 

A / 
x，+2x，=2 
P 

(号，昔) B D 

。 x， 
2 

5 44 
3 X8/9+ 4 x-;:;-=一一

9 9 

だけ使用されて，残余は失業することになる。この場合， iDOSSOJによ

ると，此の様な遊休は純粋に構造的なものであって，有効需要の不足から

惹起されたものではなく，需要を増大させても除去できない遊休である。

ところで此の例解の難点は，その前提である(i )生産要素の非弾力的な

供給と(ii)固定的技術係数とにあると思える。

例えば，生産要素を労働と資本とした場合，現代社会では労働を除き，

すべての財は商品として生産されるので，資本は鉄，石油，小麦などの異

った資本財の集合物として把えられ，その大きさは其れらの価値の集計量

として表現されるので，資本は利潤率(或いは価格〉から独立した物的単

位のみで表現することは困難である。

例解では，純粋に物的単位で測定された数量関係で、ある生産関数

3x，十4x2=20

X1十2X2=2
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の均衡解が非負の象限に生じないために (11図〕その解決策として Wald

ruleが導入される。

則ち(i )生産物はすべて負値をとらないこと，Xj註o(符号制約)

(ii)生産物の組(xj)を生産するのに必要な，どの生産要素の量も，利用

可能なその生産要素の量をいかなる場合にも超過しではならない。

allx，十a12x2+... +a，ηXn手r，

a21x， +a22X2+"・十α2nXπ三三p・2
(特殊制約〉

am1Xl十九山+・・十amnXn豆rm

とL、う制約が与えられて，生産可能領域が三角形OAB内に求められる。

この場合，一般均衡体系に於ける安定条件に対する批判一「需給を一致

させる価格体系が負の価格を含むものであれば，供給が変動して価格体系

を変化させるJを免れて，価格がゼロ (v2=O)を含んで，

3x， +4x2=20一一ぅ5x，-8x2=O

に移動した時に，一方の生産関数 x，+2X2=2が依然、として， もとの位

置にとどまるとは思えない。 01図)

12図

X2 

A' 

B 

Hicksは同仁志味の事を次の様に述

べている o (op. cit. pp.77・78)

ワルラス流の固定的な生産係数をも

っ2財2生産要素のケースで，生産可

能点が P02図〕で示される場合，各

財の生産にあたって用いられる生産要

素の量と生産物の量とは，価格ないし

需要とは無関係に (before anything 

。 A B' X 1 has been said about prices， or about 

Hicks， op.cit， P.77 demands)決定される様に思える。そ

して Hicksは Thegeneral equilibrium system， which is supposed to 
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show the way in which output adjusts itself to demand through the 

price-mechanism， has the serious defect. (op. cit. p.78) と述べ， この

初歩的なケースを見ただけで、も，ワノレラスの理論は完壁なものではあり得

ないとも云っている。

更に rDOSSOJの競争的均衡の存在に就いての不動点定理 thefixed-

point theorem.による高次の証明に対しでも，経済学者にとって， (to the 

Economisti最も興味あることがらは，需要関数に就いて想定されるべき

事が極めて少ない (thelittle that has to be assumed about the demand 

functions， op. cit. p. 103)ことだと価格メカニズムの作用に対する初歩的

な欠陥が依然としてその証明にも残っていると Hicksは指摘しているO

前述した様に価格が「需要曲線」と「供給曲線」の交点として成立する

とL寸体系は費用不比例法則によって，条件づけられていることから供給

曲線の検討に向かった Sra白は30余年後の「商品による商品の生産」で

は供給曲線ならびに需要曲線の概念を放棄し同時的均衡 simultaneous

equilibriumの方法に対して批判的な道に到達していた。

蓋し需要・供給の価格分析にあっては，一方で需要および供給は一定の

価格を前提として居り(例えば所得が一定の場合，生産物に対する需要の

大小は，その時々の価格に依存)他方では価格は需要及び供給の関係から

決定する。そこで価格が需要・供給を決定し，同時に需要・供給が価格を

決定するという同時的均衡体系のもとで，需要面に特殊な前提を設定した

り，供給面で，その弾力性に特殊な仮定を設定するならば，それは一般均

衡体系ではなくて，依然として部分々析の方法にとどまるものであろう。

む す び

マーシャル経済学が第一次大戦後，失業と独占とし、う現実に直面して，

部分均衡論から(i)一般均衡論， (ii)不完全競争論， (iii) Sraffaの「商品

による商品の生産」に結実した第三の道に脱皮する経過を本稿で、は追跡し
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た。

但しそれは，三分野それぞれの内容ならび‘に，相互の関連などには全く

触れない単なる表面的な素描であり，此れらの現代的課題に向かうための

覚え書きに過ぎないものである。

これらの現代的課題に就いて，一般均衡論に進んだ Hicksは最近の「経

済的展望J(Economic Perspectives， 1977)の序文の中で，ある示唆を与

えている様に私には思える。

それを走り書きLて本稿を結ぼう。

Keynesの「短期」に相当するのがHicksの「週」の概念であるが， I週

の中で生じる主なことは取引であるごそれゆえ，適の中の経済の動きは市

場の構造の問題である」 と Hicksは述べて， 市場の構造を①ワノしラス的

な「独立的な役職者J(independent functionary)の存在する均衡前提型，

②マーシャル的な「仲介商人」を想定する原子的市場，①仲介商人ではな

くて「生産者自体」が価格を設定する固定価格 (fixprice)市場の三つに区

分し，現実の経済は②と③のいずれかを用いて類推できるが，規模の経

済によって，品質の標準化と価格の標準化とが普及している現代の市場

は「殆んど検討の必要もない程，③の同定価格の型が支配的であるJと

Hicksは云っている O

この様な市場形態は経営規模と操業度との関連を追求した会計学者，

Schma1enbachが固定原価の増大は自由価格構成にもとづく経済組織とは

両立しないと述べ，更に

Was ist es denn im Grunde genommen anders als die Erfullung 
17) 

der Voraussagen des groβen Sozia1isten Marx. die wir erleben? 

16) Hicksは「価値と資本J (1938)を展開する際に Sraffaから有益な批判を受け

たと述べると共に Marshallに関して， (i)本書の第一部は Marshallの「原理」

第三篤と同じ主題を取扱い (ii)第二部(一般均衡分析)ではマーシャノレ学派によ

ってローザ‘ンヌ理論に向けられた「不毛の責」を救うために Paretoの理論を

Marshallの理論で補足したと云う (op.cit. pp.3-6. p.61 etc.) 
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と Marxとも共通の基盤を認めた市場形態であり， 更に回定費の増大に

より「二個の競争するガス会社が同じ道筋にガス輸送管を敷設して固定原

価が2倍になることは，全く経済的に浪費である」と自由競争の変容を指

摘した市場形態で、もある。

マーシャル経済学から脱皮した三つの経済理論が第二次大戦後，上述の

共通の市場形態に直面してどの様にお互いを関連づけているかを追求する

のが，現代の課題の様に思える。これに就いては他日を期し度い。

17) E. Schmalenbach， Die B巴triebswirtschaftslehrean der Schwelle der n巴uen

Wirtschaftsverfaβung， Zeitschrift fur Handelswiβenschaftliche Forschung， 

1928， S.242. 


